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2020年1月1日より電子計算機を使用した統一発票の発行が
全面停止される

2018年1月19日に統一発票使用細則改正草案が財政

部で可決されました。従来の電子計算機を使用した統

一発票の発行の停止に合わせ、第4章の電子計算機

による統一発票の発行に関する規定条文が削除さ

れ、2020年1月1日より施行されます。これは電子計算

機を使用した統一発票の発行が2020年1月1日より全

面停止されることを意味します。事業者は現行の電子

計算機を使用した統一発票の発行システムが、「電子

発票実施作業要点」の関連規定を満たしているか否

か、及び財政部の電子発票統合サービスプラット

フォーム（E-Invoice Platform）へアクセス可能か否か

評価する必要があります。

「電子発票実施作業要点」の電子発票申請適用要件

及び関連ファイルと証明書類の保存規定について、

次ページをご参照ください。
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項目 説明

電子発票

システムに係る規定

 パスワードの設定・解除又はその他情報の安全措置により、データ内容

及び伝送の機密性、完全性、源泉識別性、否認不可性、及び責任の帰

属性を確保する。

 電子発票の発行、受領、廃棄、売上戻り、仕入戻し又は値引、及び電子発票証明用

控えの印刷等の機能を有する。

 統一発票のアルファベット文字の発行の誤り・重複、チャージサービスセンター又は

統合サービスプラットフォームへのアップロード漏れをチェックする機能を有する。

 共通データ保存メディアによる電子発票の読取りを受入れることができる。

 財政部により公告された電子発票を寄付する方法を受入れることができる。

 財政部により公告された電子発票データ交換基準情報構築ガイドラインに適合する。

統合サービスプラット

フォームへアクセスする

ための身分認証

いくつかの電子認証の方法が認められる。例えば、政府認証管理センターの規定に基

づき申請した認証、財政部が認可した認証又は電子署名の方法による認証が認めら

れており、これらの方法により電子発票を発行又は伝送する必要がある。

使用資格
所在地主務税務機関の許可により営業登録をしている事業者は電子発票を使用する資

格がある。

電子発票の

アルファベット文字・

番号に係る規定

 電子発票の発行にあたり、事業者は所在地の主務税務機関へ電子発票のアルファ

ベット文字・番号の使用を申請し、許可を得た上で、統合サービスプラットフォームに

て番号の取得を申請する。

 事業者の本店及びその他固定営業場所による電子発票の専用アルファベット文字・

番号の使用について、本店が一括して申請することができる。

 事業者は営業税申告期間の開始の10日以内に、所定フォーマットによりその使用し

ている当期のアルファベット文字、開始から終了までの番号、未使用のアルファベッ

ト文字・番号を統合サービスプラットフォームへ伝送する必要がある。本店が一括し

て申請した場合、本店が伝送を行う。

伝送期限

 事業者が規定により電子発票を発行した場合、統一発票使用細則第7条第4項の規

定の期限までに統一発票のデータ、及び買受者が使用しているデータ保存メディア

の識別情報を統合サービスプラットフォームへ伝送し、記録する必要がある。

 統一発票の廃棄、売上戻り、仕入戻し又は値引き、寄付又は電子発票証明用控え

の印刷等、統一発票データの変更がある場合、売り手の営業者は統一発票使用細

則の規定に基づき、統合サービスプラットフォームへ伝送し、記録する必要がある。

ファイルと

証明書類の保存

 電子発票の発行、廃棄、売上戻り、仕入戻し又は値引きは、取引相手の同意を受け、

当該同意に係る証明書類を少なくとも5年間保存しなければならない。

 事業者は税金徴収法及び税務機関による営利事業会計帳簿証憑管理細則の関連

規定に基づき、電子発票及び電子発票の売上戻り、仕入戻し又は値引き証明票の

保存用控え又は受領用控えに係るファイルを保存しなければならない。
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KPMGの見解

財政部は近年、「電子発票適用の全面推進計画」によ

り、電子発票を推進しています。また、従来の電子計

算機を使用した統一発票の発行は、2020年1月1日よ

り全面停止となります。一部の事業者は大手の取引

相手の電子発票関連作業に合わせるため、電子発票

の使用の繰上が必要な可能性もあり、将来の電子発

票の全面使用は避けられないと考えられます。

現在、電子計算機を使用して統一発票を発行する事

業者にとって、現有の統一発票システムから直接、財

政部の電子発票統合サービスプラットフォームへアク

セス可能か否か評価し、解決することが、現段階での

最優先事項になります。また、外国事業者の多くは世

界共通システムにより管理しているため、台湾当局の

要請に対応するには、内部での協議に長時間を要す

る可能性があります。特に電子発票関連の問題は、ＩＴ、

財務・会計に跨るため、事業者は出来るだけ速やかに

内部での協議を開始する必要があると考えられます。

このほか、企業グループのグローバル共通システムを

使用する事業者にとって、台湾当局の要請に対応す

るためのカスタマイズ化に要するコストは小さくはなく、

予想外の費用が生じる可能性もあります。よって、費

用対効果も事業者にとって需要な考慮すべきポイント

となります。

また、ＩＴ担当者だけではなく、財務・会計担当者も電子

発票システムの導入に係るトレーニングを受ける必要

があります。将来の電子発票システムの使用、及び内

部関連手続の変更、営業税申告等に合わせ、内部担

当者への周知徹底とトレーニングが必要であり、これ

が電子発票をスムーズに導入出来るか否かの重要ポ

イントとなります。

電子発票システム及び関連作業をスムーズに行い、

全面的な電子発票時代を迎えるにあたり、電子計算

機を使用して統一発票を発行する事業者又は手書き

やレジスターを使用して統一発票を発行する事業者を

問わず、出来るだけ速やかに電子発票への対応を計

画、予定する必要があると考えられます。
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